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手帳の交付  

 

身体障害者手帳                   地域福祉課地域福祉係 

 

身体障害者福祉法による援助や、各種福祉サービスを受けるために必要な手帳です。申請は市役

所７番福祉窓口、手帳に関する交付決定は北海道が行います。有期限の場合は、再認定申請が必

要です。また、障がいの状態が変わった場合や、別の障がいが加わる場合などには、再交付申請

が必要です。 

 

◇申請に必要なもの 

身体障害者手帳交付申請書、指定医師の診断書・意見書 

写真 (たて４ｃｍ×よこ３ｃｍ) １枚、個人番号 (マイナンバー) のわかるもの 

 

◇再交付申請に必要なもの 

＜紛失・破損の場合＞ 

身体障害者手帳再交付申請書、身体障害者手帳(破損の場合のみ) 

写真 (たて４ｃｍ×よこ３ｃｍ) １枚、個人番号 (マイナンバー) のわかるもの 

 

＜障がい程度が変化した場合、または他に障がいが生じた場合＞ 

身体障害者手帳再交付申請書、指定医師の診断書・意見書 

身体障害者手帳、写真 (たて４ｃｍ×よこ３ｃｍ) １枚 

個人番号 (マイナンバー) のわかるもの 

 

◇居住地、氏名が変わった場合に必要なもの 

＜市内での転居、氏名の変更の場合＞ 

身体障害者手帳関係届出書、身体障害者手帳 

個人番号 (マイナンバー) のわかるもの 

 

＜市外へ転出する場合＞ 

転出先の市町村の福祉窓口に届出をしてください。 

 

◇手帳の返還に必要なもの 

手帳の交付を受けた方が障がい者ではなくなった場合、または死亡した場合は手帳を返還し

てください。 

身体障害者手帳関係届出書、身体障害者手帳、個人番号 (マイナンバー) のわかるもの 
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療育手帳                       地域福祉課地域福祉係 

 

知的障がいのある方が福祉制度のサービスを受けるために必要な手帳です。 

１８歳未満の方は児童相談所(個人で予約)、１８歳以上の方は心身障害者総合相談所(市役所を通

して予約)での判定を受けてからの申請となります。なお、障がいの状態を確認するために、数年

おきに判定が必要となる場合があります。 

 

◇申請に必要なもの 

療育手帳交付申請書、写真  (たて４ｃｍ×よこ３ｃｍ)  １枚、印鑑 

 

◇手帳の返還に必要なもの 

手帳の交付を受けた方が障がい者ではなくなった場合、または死亡した場合は手帳の返還を

してください。 

療育手帳 

 

※手帳の交付を受けた後に手帳の記載事項に変更があった場合は、必ず届出を行ってください。 

 

 

精神障害者保健福祉手帳              地域福祉課地域福祉係 

 

精神障がいのある方が福祉制度のサービスを受けるために必要な手帳です。申請は市役所７番福

祉窓口、手帳に関する交付決定は北海道が行います。有効期間は２年間で、有効期限の３か月前

から更新の手続きができます。 

 

◇申請に必要なもの (更新申請の場合も同様です) 

障害者手帳申請書、写真 (たて４ｃｍ×よこ３ｃｍ) １枚 

個人番号 (マイナンバー) のわかるもの 

① ､②のいずれか 

① 診断書 (精神障害者保健福祉手帳用)  

② 障害年金を受給している方 

障害年金証書の写し、障害年金振込通知書のはがき、同意書 

 

◇居住地、氏名が変わった場合に必要なもの 

＜市内での転居、氏名の変更の場合＞ 

障害者手帳記載事項変更届、精神障害者保健福祉手帳 

個人番号 (マイナンバー) のわかるもの 

 

＜市外転出する場合＞ 

転出先の市町村の福祉窓口に届出をしてください。 

 

※手帳の交付を受けた方が障がい者ではなくなった場合、または死亡した場合は手帳を返還して

ください。 
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医療について  
 

重度心身障がい者医療費助成            国民年金課医療年金係 
 

身体障害者手帳１～２級 (内部障がい３級を含む) 、療育手帳の A 判定の交付を受けている方、

または重度の知的障がい者と診断された方の入院・通院医療費及び精神障害者保健福祉手帳１級

の交付を受けている方の通院医療費のそれぞれ自己負担分を助成します。 (世帯の課税状況に応

じて助成内容が異なります。) 
※受給対象となる方の主たる生計維持者に所得制限があります。 
 

◇申請に必要なもの 
① 身体障害者手帳、療育手帳または精神障害者保健福祉手帳 

② 健康保険情報がわかる書類 (マイナ保険証または資格確認書)  

③ 個人番号 (マイナンバー) がわかるもの (転入者や、主たる生計維持者が市外在住の場合) 

 

 

後期高齢者医療制度                 国民年金課医療年金係 
 
65 歳から７４歳で一定の障がい※がある方のうち、申請により北海道後期高齢者医療広域連合の

認定を受けた方は、後期高齢者医療制度に加入することができます。加入した場合の医療費の負

担は原則 1 割負担ですが、一定以上の所得がある方は２割(令和 4 年 10 月 1 日施行)または 3 割

負担となります。 
※一定の障がいとは 

身体障害者手帳 1～3 級及び 4 級の一部の方、精神障害者保健福祉手帳 1～2 級の方 

療育手帳 A(重度)の方、国民年金法による障害基礎(厚生・共済)年金 1～2 級を受給されている

方、または 労働者災害補償保険法などによる障害年金 1～4 級を受給されている方  
 

◇申請に必要なもの 
①身体障害者手帳、療育手帳または精神障害者保健福祉手帳 

②健康保険情報がわかる書類 (マイナ保険証または資格確認書)  

③本人名義の預金通帳 

④ 個人番号 (マイナンバー) がわかるもの  

⑤  

⑥  

自立支援医療 (更生医療) の給付          地域福祉課地域福祉係 
   

更生医療は、身体障害者手帳の交付を受けている１８歳以上の方が日常生活、職業生活などを営

む上で必要な能力を獲得するため、身体の機能障がいを軽減または改善するための医療で、指定

医療機関で受ける医療の一部を支給します。支給を受けるためには支給認定を受けなければなり

ません。 
 

◇支給認定に必要なもの 
  ①自立支援医療 (更生医療) 支給認定申請書 

②健康保険情報がわかる書類 (マイナ保険証または資格確認書)  

③市町村民税課税証明書 



 - 4 -

・生活保護受給中の場合～直近の保護決定書又は生活保護受給証明書 
・国民健康保険加入の場合～世帯全員の市町村民税課税証明書 
・健康保険加入の場合～被保険者の市町村民税課税証明書 
・その他、上記以外で市町村民税課税状況が確認できるもの 

  ④本人の次の収入がわかる書類 (③で市町村民税非課税の場合) 

   ・所得証明 (合計所得金額がわかるもの) 

   ・年金収入 (老齢・障害・遺族) 等～振込通知書の写し 
   ・特別障害者手当、障害児福祉手当、特別児童扶養手当等～手当証書、振込通知書の写し

等 
  ⑤自立支援医療 (更生医療) 意見書 

⑥特定疾病療養受療証 (人工透析の場合のみ)  

⑦医療保険の高額療養費で多数該当を証明できる書類 (市町村民税課税の場合)  

⑧身体障害者手帳 

⑨個人番号 (マイナンバー) のわかるもの 
 

※自立支援医療受給者証に記載されている事項に変更がある場合は届出または変更申請が必要に

なります。 
 

 

自立支援医療 (育成医療) の給付        こども未来課こども未来係  

  (子育て支援センター内)  
１８歳未満の身体に障がいのある児童を対象に、手術などにより生活能力を回復するために必要な

医療の一部を支給します。支給を受けるためには支給認定を受けなければなりません。 
 

◇支給認定に必要なもの 
 ①自立支援医療 (育成医療) 支給認定申請書 

②健康保険情報がわかる書類 (マイナ保険証または資格確認書) 世帯全員分 

③市町村民税課税証明書 
・生活保護受給中の場合～直近の保護決定書又は生活保護受給証明書 
・国民健康保険加入の場合～世帯全員の市町村民税課税証明書 
・健康保険加入の場合～被保険者の市町村民税課税証明書 
・その他、上記以外で市町村民税課税状況が確認できるもの 
※市町村民税非課税世帯は、保護者の収入状況が確認できるもの 

  ④自立支援医療 (育成医療) 意見書 

⑤特定疾病療養受療証 (人工透析の場合のみ)  

⑥医療保険の高額療養費で多数該当を証明できる書類 (市町村民税課税の場合)  

⑦個人番号 (マイナンバー) のわかるもの 
※自立支援医療受給者証に記載されている事項に変更がある場合は届出または変更申請が必要に

なります。 
 

 

 

 



 - 5 -

自立支援医療 (精神通院) の給付           地域福祉課地域福祉係 
 

精神疾患で通院している方の医療の一部を支給します。支給を受けるためには支給認定を受けなけ

ればなりません。有効期間は１年間で、有効期限の３か月前から継続支給認定の手続ができます。

なお、精神障害者保健福祉手帳を交付されている場合は、更新の手続を同時に行えるよう、手帳の

有効期限に合わせることもできます。 
 

◇支給認定に必要なもの 
  ①自立支援医療 (精神通院) 支給認定申請書 

②健康保険情報がわかる書類 (マイナ保険証または資格確認書)  

③市町村民税課税証明書 
・生活保護受給中の場合～直近の保護決定書又は生活保護受給証明書 
・国民健康保険加入の場合～世帯全員の市町村民税課税証明書 
・健康保険加入の場合～被保険者の市町村民税課税証明書 
・その他、上記以外で市町村民税課税状況が確認できるもの 

  ④本人の次の収入がわかる書類 (③で市町村民税非課税の場合)  

   ・所得証明 (合計所得金額がわかるもの)  

   ・年金収入 (老齢・障害・遺族) 等～振込通知書の写し 
   ・特別障害者手当、障害児福祉手当、特別児童扶養手当等～手当証書、振込通知書の写し

等 
  ⑤自立支援医療 (精神通院医療) 診断書 

(精神保健福祉手帳と同時申請の場合は、１枚の診断書で併用できます。)  
⑥医療保険の高額療養費で多数該当を証明できる書類 

(市町村民税課税の場合)  

⑦個人番号 (マイナンバー) のわかるもの 
 

※自立支援医療受給者証に記載されている事項に変更がある場合は届出または変更申請が必要に

なります。 
 
受診者の費用負担は「原則医療費の１割負担」ですが、負担軽減のため「世帯」の課税状況や本人の収入

によってさらに月額上限額が決められています。また、市町村民税 (所得割額) ２３万５千円以上の「世

帯」に属する方については「重度かつ継続」に該当しなければ制度の対象外となります。また、入院時食

事療養費は対象外となります。 
 

＊「世帯」～同一の医療保険に加入している家族 (特例あり)  
＊「重度かつ継続」の対象範囲～ 

①疾病等・・・腎臓機能障害、小腸機能障害、免疫機能障害 
       統合失調症、躁うつ病、うつ病、てんかん、認知症などの脳機能障害、 
       薬物関連障害 (依存症等)  
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年金や手当  
 

国民年金 (障害基礎年金)               国民年金課医療年金係 

 

国民年金加入中 (加入をやめても６０歳以上６５歳未満) の方が、病気やケガで障がいの

状態になった場合に支給される年金です。 
 

◇対象者 
①初診日が２０歳以前にある病気やケガが原因で、障がいの程度が国民年金法施行令

で定める障害等級１～２級の障がい状態にある方。 (本人の所得制限がありま

す。) 

②初診日が２０歳以降にある病気やケガが原因で障がい状態にあり、次の条件 を満

たしている方。 
・保険料の納付条件を満たしている方。 
・初診日から１年６か月を経過した日 (または、その期間内に症状が固定した日)の

障がい程度が国民年金法施行令で定める障害等級１～２級の障がい状態にある方。 
 

※障がい認定日において障がいの程度が軽く、障害基礎年金が受けられなかった方でも、

その後６５歳になるまでの間に障がいの程度が２級以上になった場合は、請求月の翌月か

ら年金を受けられます。ただし、６５歳までに請求することが必要です。 
 

◇年金額  １級 １，０５９,１２５円  (年額)     

２級   ８４７,３００円  (年額) 

子の加算  第１子・第２子  各 ２４３,８００円 

              第３子以降    各  ８１,３００円 
               ※子とは次の者に限ります。 
                ・18 歳到達年度の末日(3 月 31 日)を経過していない子 

                ・20 歳未満で障害等級 1 級または 2 級の障がい者 
 

障害厚生年金                       岩見沢年金事務所  
岩見沢市９条西３丁目１番地 

(電話０１２６－２５－１５７０) 

厚生年金保険の加入期間中に初診日のある病気やケガが原因で障がいの状態になった場合

に支給される年金です。障がい程度が国民年金施行令で定める障害等級１～２級の方に対

し、障害基礎年金に上乗せして支給されます。 
※厚生年金独自の給付として、１，２級に相当しない軽い障がいには「３級障害厚生年金」、さら

に軽い障がいの場合一時金として「障害手当金」が支給される場合があります。 
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各種共済組合の障害年金                    各共済組合 
 

各種共済組合に加入している間の病気やケガが原因で、共済組合各法に定める障がい状態

になった場合に支給される年金です。 
 

特別障害者手当                   地域福祉課地域福祉係 
 

心身に重度の障がいがあるため、日常生活において常時特別の介護を必要とする２０歳以

上の方に対して支給されます。本人が施設に入所しているとき、医療機関等に入院してい

るとき、本人・配偶者・扶養義務者に一定の所得がある場合は支給されません。 
 

◇対象者 
①身体障害者手帳１～２級程度の障がいが複数あり (※障がいの種類・程度によって

は単独の障がいであっても該当になる場合もあります) 常時特別の介護を必要とす

る方。 
②知的、精神、血液、内臓の障がいなどにより①と同程度の状態にあり、常時特別の

介護を必要とする方。 
 

◇手当の月額    ３０,４５０円 

 

 

障害児福祉手当                   地域福祉課地域福祉係 

 

心身に重度の障がいがあるため、日常生活において常に特別の介護を必要とする２０歳未

満の児童に支給されます。児童が施設に入所しているとき、障がいを支給事由とする公的

年金を受給できるとき、本人・配偶者・扶養義務者に一定の所得があるときは支給されま

せん。 
 

◇対象者 
①身体障害者手帳１級程度及び２級の一部に相当する程度の障がいがあり、常時特別

の介護を必要とする児童。 
②療育手帳 A 判定に相当する程度の知的障がいにより、常時特別の介護を必要とす

る児童。 
③精神、血液、内臓の障がいにより①、②と同程度の状態にあり、常時特別の介護を

必要とする児童。 
 

◇手当の月額    １６,５６０円 
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児童扶養手当                   こども未来課こども未来係(子

育て支援センター内)  

父または母が重度の障がい (国民年金の障害等級１級相当) や、父母の離婚や死別で父また

は母と生計を同じくしていないなどの理由により１８歳 (障がいがあるときは２０歳) 未満

の児童を監護している父または母や、父母に代わってその児童を養育している方に支給され

ます。所得に応じて (父母または児童に対して支払われた養育費を含みます) 支給制限があ

ります。児童が福祉施設に入所している場合は支給されません。 
 

◇手当の月額  児童１人のとき ４８,０５０円 

         (一部支給 ４８，０４０円～１１,３４０円) 
          ２人目以降   １１,３４０円～５,６８０円加算 

※手当月額は物価スライドにより改定されることがあります。 
 

 

特別児童扶養手当                こども未来課こども未来係 

                          (子育て支援センター内)  

身体や精神に障がいのある２０歳未満の児童の父もしくは母、または父母に代わって児童

を養育する方に対し支給されます。児童が福祉施設に入所しているとき、障がいを支給事

由とする公的年金を受給できるとき、受給者およびその家族に一定の所得があるときは支

給されません。 
 

◇対象児童 
①身体障害者手帳１～３級程度および４級 (一部) に相当する程度の障がいのある児

童。 (障がいの部位によって異なります。) 

②療育手帳 A 判定および B 判定 (一部) に相当する程度の障がいのある児童。 

③精神、血液、内臓の障がいなどで①、②と同等の障がいのある児童。 
    ※専用の診断書様式により申請し、北海道が認定します。 
 

◇手当の月額   重度 (１級)  ５８,４５０円 

          中度 (２級)  ３８,９３０円 

※手当月額は物価スライドにより改定されることがあります。 

障害者扶養共済制度 (しょうがい共済)      空知総合振興局社会福祉課 

(電話 ２０－０１１１)  

心身障がい者を扶養する保護者の方が生存中一定の掛金を納付することにより、保護者が

死亡したり重度障がいになった場合、残された障がい者に対し終身一定額の年金が支給さ

れます。 
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◇心身障がい者の範囲 
①知的障がい者 
②身体障がい者 (身体障害者手帳の障害程度が１級～３級に該当する方) 

③精神または身体に永続的な障がいを有する方で、①、②と同等程度の障がいと 
認められる方。 (例：精神病、脳性麻痺、自閉症、血友病、進行性筋萎縮症等) 

 

◇加入資格 
札幌市を除く北海道内に住所があり、生命保険に加入できる健康状態にある、 
６５歳未満の保護者 (父母、配偶者、兄弟姉妹、祖父母、その他親族等) 

 

◇掛金月額  ９,３００円～２３,３００円 (加入時の年齢により異なります。) 

※心身障がい者１人につき、２口まで加入できます。 
 

◇年金月額  １口につき ２０,０００円 
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税  金  
 

以下の文章中の特別障がい者とは、身体障害者手帳の障害程度１～２級、療育手帳 A 判定または

精神障害者保健福祉手帳１級の障がい者をいい、その他の障がい者とは身体障害者手帳の障害程

度３～６級、療育手帳 B 判定または精神障害者保健福祉手帳２～３級の障がい者をいいます。 
 

確定申告時の所得控除                    岩見沢税務署 
岩見沢市２条東４丁目５－１ 

 (電話２２－０８１０)  
納税義務者、控除対象配偶者または扶養親族が障がい者に該当する場合、確定申告時の所

得の金額から一人の障がい者につき特別障がい者は４０万円、その他の障がい者は２７万

円が控除されます。また、同居の控除対象配偶者または扶養親族が特別障がい者の場合、

さらに３５万円控除されます。 
 

市民税・道民税                       税務課市民税係 
 

納税義務者、控除対象配偶者または扶養親族が障がい者に該当する場合、所得の金額から

一人の障がい者につき特別障がい者は３０万円、その他の障がい者は２６万円が控除され

ます。また同居の控除対象配偶者または扶養親族が特別障がい者の場合、さらに２３万円

控除されます。 
※障がい者本人の合計所得金額が１３５万円以下の場合は非課税になります。 
 

個人事業税                空知総合振興局課税課事業税間税係 
岩見沢市８条西５丁目 

 (電話２０－００５０)  

視覚障がいの方 (両眼の視力の和が０．０６以下) が、はり、あんま等の医業に類する事

業を行っている場合は個人事業税が課税されません。また、障がい者で一定の所得金額以

下であれば事業税額が減免されます。 
 

相続税                            岩見沢税務署 
 

障がい者が相続により財産を取得した場合には、８５才に達するまでの年数１年につき１

０万円 (特別障がい者の場合は２０万円) が税額から控除されます。 
 

自動車取得税                空知総合振興局納税課収納管理係 

  (電話２０－００５６)  

自動車税・軽自動車税減免の対象者と同じです。なお、自動車の取得状況等、減免の対象

となる基準がありますので、申請の際はご確認ください。 



 - 11 -

自動車税・軽自動車税    自動車税  空知総合振興局納税課収納管理係 

(電話２０－００５６)  

軽自動車税 税務課資産税係 
 

障がい者本人あるいは障がい者と生計を同一にする方が、もっぱら障がい者のために運転

すると認められる自動車の自動車税・軽自動車税が減免されます。なお、自動車税につい

ては、自動車の使用状況等、対象となる基準がありますので、申請の際はご確認くださ

い。 
 

◇対象者 
１）身体障害者手帳の交付を受けている方 

■が該当する範囲です。 
注）二つ以上の障がいの区分

に重複して障がいを有する方

は、個々の障がいの区分につ

いていずれかが■の等級に該

当することが必要です。 

 

※喉頭摘出による音声機能障

害がある場合に限ります。 (身

体障害者手帳に喉頭摘出によ

る旨の記載がない場合は、福

祉事務所長または総合振興局

長の証明書を添付してくださ

い)  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）知的障がいのある方 
療育手帳の交付を受けている方 
北海道立心身障害者総合相談所または児童相談所等で知的障がいがあると 
判定された方 

 

障がいの区分 
１

級 
２

級 
３

級 
４

級 
５

級 
６

級 
下肢不自由 ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

体幹不自由 ■ ■ ■  ■  

視覚障がい ■ ■ ■ ■   

聴覚障がい  ■ ■    

平衡機能障がい   ■  ■  

音声機能障がい   ■
※    

上肢不自由 ■ ■ ■    
乳幼児期以前

の非進行性の

脳病変による

運動機能障がい 

上肢機能 ■ ■ ■    

移動機能 ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

心臓機能障がい ■  ■ ■   

腎臓機能障がい ■  ■ ■   

呼吸器機能障がい ■  ■ ■   

膀胱・直腸機能障がい ■  ■ ■   

小腸機能障がい ■  ■ ■   
ヒト免疫不全ウイルス 
による免疫機能障がい 

■ ■ ■ ■   

肝臓機能障がい ■ ■ ■ ■   
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３）精神に障がいのある方 
精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方 (１～３級)  

精神保健指定医の診断により精神に障がいがあると診断された方 
４）戦傷病者手帳の交付を受けている方 

戦傷病者手帳の交付を受け、一定の範囲の障がいを有する方 
※詳しくは空知総合振興局または市役所税務課へお問合せください。 

 

 

固定資産税の減額 ——————————————  税務課資産税係 
 

１ バリアフリー改修工事による減額 
 

新築されてから１０年以上経過した住宅のうち、平成２８年４月１日から令和１３年３月

３１日までの間に、一定のバリアフリー改修工事を施し、かつ改修が完了してから３か月

以内に申告したものに限り、床面積１００㎡分までを限度として、工事が完了した年の翌

年度分の固定資産税を１／３減額します。なお、他にも要件がありますので、申請の際は

ご確認ください。 
 

２ 熱損失防止 (省エネ) 改修工事による減額 
 

平成２６年４月１日以前から所在する住宅のうち、令和４年４月１日から令和１３年３月

３１日までの間に、一定の熱損失防止 (省エネ) 工事を施し、かつ改修が完了してから３

か月以内に申請したものに限り、工事が完了した年の翌年度分の固定資産税を床面積１２

０㎡分までを限度として１／３減額します。なお、他にも要件がありますので、申請の際

はご確認ください。 
 

※ 新築住宅に対する減額措置等、すでに減額措置の適用を受けている住宅については、

重複しての適用は受けられませんが、バリアフリー及び熱損失防止 (省エネ) 改修工事に

係る減額措置に限り重複適用が可能です。 
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交  通  

 

ＪＲ旅客運賃・バス運賃・乗合タクシー・のるーと・航空運賃・地下鉄等の割引  
 

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方が、列車・バ
ス等を利用するときの料金が割引になります。利用の際は必ず手帳を携帯し、乗車券の購
入または料金支払の際に係員へ手帳を提示してください。 
 

※ 手帳所持者が１２歳未満の場合は、通常のこども割引 (小児運賃) と重複するため、本人
は割引の対象になりません。 (介護者のみ割引対象になります。)  
 

区分 第１種の方 第２種の方 身

体 
療

育 
精

神 

ᶝ
バ
ス
を
除
く
ᶞ

旅
客
運
賃 

・単独利用の場合   ５０％割引 
(片道 101 ㎞以上の普通乗車券のみ)  

・介護者同伴の場合 
障がい者・介護者(１名のみ) 

ともに５０％割引 
(普通乗車券、定期乗車券(小児は除く)、
回数乗車券、普通急行券について) 

・単独利用の場合   ５０％割引 
(片道 101 ㎞以上の普通乗車券のみ)  

※定期乗車券については、12 歳未満
の障がい児と介護者が同伴で利用する
場合に限り、障がい児・介護者 (１名
のみ) ともに５０%割引 

○ ○ ○ 

バ
ス
運
賃 

・単独利用の場合   ５０％割引 
・介護者同伴の場合 

障がい者・介護者 (１名のみ)  
ともに５０％割引 

・単独利用の場合   ５０％割引 ○ ○ △ 

※定期乗車券、回数乗車券購入についても割引の対象となる場合があります 
※精神障がい者保健福祉手帳の交付を受けている方も割引の対象となる場合が
ありますので、各事業者へお問い合せください。 

市
民
バ
ス 

・単独利用の場合 
身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方 

５０％割引 
・介護者同伴の場合 

障がい者 ５０％割引     介護者 全額免除 

○ 
 

○ 
 

○ 

タ
ク
シ
ᶌ 

乗
合 

・上記市民バス割引に準じる 
 
 ○ ○ ○ 

の
る
ᶌ
と 

・上記市民バス割引に準じる 
 
 ○ ○ ○ 

航
空
運
賃 

・単独利用の場合    
身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方 
・介護者同伴の場合 
障がい者・介護者 (１名のみ)  

○ ○ ○ 

・割引運賃は、各航空運送事業者が設定するものであり、事業者や路線によっ
て異なることがあります。詳細は各航空運送事業者に確認してください。 

路
面
電
車 

地
下
鉄
・ 

福祉割引は、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者手帳の交付を受けてい
る方及びその介護者 (1 名) も同様に対象となります。 
割引率は乗車料金の５０％引きです。 
※詳しい内容は札幌市交通案内センターへお問合せください。 

○ ○ ○ 

※上記以外にもフェリー等で割引制度がある場合がありますので、各事業所へお問合せく

ださい。 

JR 
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ＪＲ通勤定期券の割引 ———————————— こども未来課こども未来係 

                          (子育て支援センター内)  

児童扶養手当の支給を受けている世帯は、JR 通勤定期乗車券を３割引で購入することがで

きます。この場合、対象者はあらかじめ特定者用資格証明書の交付を受けることになります

ので、こども未来係へ申請してください。 
 

タクシー運賃の割引  
 

身体障害者手帳、または療育手帳、または精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた方がタク

シーに乗車した際、手帳の提示により乗車料金が１割引になります。 
 

福祉タクシー料金助成                地域福祉課地域福祉係 
 

市内に居住する在宅の重度障がい者に対し、市内の営業用タクシーを利用する際の料金の一

部を助成します。なお、常時車いす等を使用するため必要と認められる方については、リフ

ト付タクシーも対象となります。 (ただし、高齢者等移送サービスの対象者は除きます。)  
 

◇対象者 
①市、道民税が本人非課税であり、次のいずれかに該当する方 
②身体障害者手帳の障がい程度が下肢または体幹機能障害の１、２級の方 
③身体障害者手帳の障がい程度が視覚障害の１級の方 
④療育手帳の A 判定の方 

 

◇助成方法 
助成券を年間１２枚交付します。 (１枚につき基本料金分)  

 

◇申請手続 
身体障害者手帳または療育手帳と印鑑を持参して地域福祉係へ申請してください。 
 

 ◇利用方法 
身体障害者手帳、療育手帳を掲示して使用してください。 
※障がい者本人が乗車している時以外は使用できません。 
 

福祉有償運送                      地域福祉課地域福祉係 
 

行動援護または２０歳未満の移動支援の障がい福祉サービスを利用するための移動の手段と

して、福祉有償運送事業者に登録することで利用することができます。利用料は移動距離と

時間により変わりますが、営利とは認められない範囲の対価により、会員に対して行う個別

の輸送サービスです。 
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 ◇対象者 
  ①行動援護サービスを利用する知的障がい者 (児)  

  ②移動支援の障がいサービスを利用する知的障がい者 (児)   (２０歳未満) 
 

 ◇利用申込 
  福祉有償運送業者：居宅介護サポートセンター ぽすと 
           奈井江町字茶志内８９番地８ 
           (電話＆ＦＡＸ ０１２５－６５－５１７５) 
 

高齢者等移送サービス         地域包括ケア推進課地域包括ケア推進係 
 

寝たきりの要介護高齢者および重度身体障がい者が、車いすや寝たきりのままでも移動がで

きるよう車両を確保し、適正な通院機会等を提供することを目的とします。 
 

◇対象者 
市民税が本人非課税であり、次のいずれかに該当する方 

１）要介護認定３～５に相当する方で、寝たきりの状態にあり一般車両での移動が困難な方 
２）身体障害者手帳 1、２級をお持ちの方で、重度障がいのため寝たきり等の状態にあり、

一般車両での移動が困難な障がい者・児 
３）その他市長が特に必要と認めた方 

 

※年間４８回 (月４回) を上限とします。ただし、透析治療中の方に限り、身体障害者手帳

と自立支援医療 (更生医療) 受給者証又は特定疾病療養受療証・重度心身障がい者医療費

受給者証のいずれかの提示により年９６回 (月８回) が上限となります。市内での利用が

原則となり、１回の利用ごとに３００円の自己負担がかかります。ご利用を希望される方

は地域包括ケア推進係へ申請してください。 
 

じん臓機能障がい者通院交通費補助       空知総合振興局社会福祉課 

(電話 ２０－０１０５)  

腎臓機能障がいで身体障害者手帳の交付を受けている方が、やむを得ない事情 (市内に透析

を行う医療機関がないなど) により市外の医療機関へ人工透析を受けるため通院される方に

交通費の補助を行っています。所得等により補助の基準が定められておりますので、詳しく

は空知総合振興局社会福祉課へお問い合せください。 
 

在宅精神障がい回復者通所施設交通費助成     地域福祉課地域福祉係 
 

在宅の精神障がい回復者が通所施設 (就労支援事業所等) に通所する場合の交通費を助成し

ます。助成額は、最も経済的な公共交通機関により通所する場合の往復運賃です。ただし、

助成額は市内・市外を問わず１か月５千円を上限とします。 
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◇申請に必要なもの 
申請書、通所事実証明書、請求書、印鑑 (書類は地域福祉係にあります)  

 

 ※精神障害者保健福祉手帳または自立支援医療(精神通院医療)受給者証を所持している方が該当。 

※助成金については申請者の口座に振込みますので、締切日までに申請書を提出してください。 
・4～6 月分   申請締切日 7 月 10 日  ・7～9 月分  

 申請締切日 10 月 10 日 
・10～12 月分  申請締切日 1 月 10 日  ・1～２月分   申請締

切日  ２月２８日 
・３月分     申請締切日 ３月３１日 

詳しくは地域福祉係へお問い合わせください。 
 

特定疾患患者通院費助成               地域福祉課地域福祉係 
 

北海道の要綱による「特定疾患医療受給者証」の交付を受け、難病治療のため市外の医療機

関へ通院されている方 (市・道民税本人非課税) に対し、交通費の一部を助成します。 
 

◇助成額 
JR 美唄駅から、通院先の医療機関のある最寄り駅までの距離 

１）片道５０㎞未満の場合、年額 ５，０００円 
２）片道５０㎞以上の場合、年額１０，０００円 

 

◇申請手続 
「特定疾患医療受給者証」、医療機関を証明できるもの (診察券など) 、助成金を振り込む

本人名義の銀行口座がわかるもの、印鑑を持参し、地域福祉係へ申請してください。 
 

有料道路通行料金の割引              地域福祉課地域福祉係 
 

身体障害者手帳または療育手帳の交付を受けた方が、自動車 (営業用自動車は除く)で有料

道路を利用する場合、料金が５割引になります。障がい者一人につき、１台の申請に限りま

す。ただし、自動車を保有していない場合や、事前登録された自動車以外を使用する場合も

要件を満たせば割引が可能です。 
 

◇対象者 
１）障がい者本人が運転する場合 

身体障害者手帳の交付を受けた方 
２）介護者が運転する場合 

第１種の身体障害者手帳または療育手帳 (A 判定) の交付を受けた方 
 

◇申請方法 
身体障害者手帳・療育手帳、自動車を登録される方は下記のいずれかをご用意ください。 
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１）自動車検査証 (原本に限る)  

２）自動車検査証の写しと自動車検査証記載事項 (写しでも可) 

また、本人が運転する場合は運転免許証を持参し、地域福祉係へ申請してください。登録

後、自動車を変更する場合も手続きが必要となります。 
なお、ＥＴＣをご利用の方は自動車の登録に加え、ＥＴＣカードとＥＴＣ車載器セットアッ

プ証明書をご持参ください。 

 

駐車禁止等除外指定車                       岩見沢警察署 美唄警察庁舎 
美唄市東１条北７丁目１－１ 

                          (電話 ６３－０１１０)  

身体障害者手帳の交付を受けた方または知的・精神障がい者、戦傷病者で歩行が困難な方

は、「駐車禁止等除外指定車標章」の交付を受けることができます。 
 

◇対象者 
視覚障がい            身体障害者手帳の障がい程度 ４級以上 

  聴覚障がい            身体障害者手帳の障がい程度 ３級以上 

   平衡機能障がい            身体障害者手帳の障がい程度 ３級 

  上肢障がい                身体障害者手帳の障がい程度 ２級以上 

  下肢障がい            身体障害者手帳の障がい程度 ４級以上 

   体幹機能障がい          身体障害者手帳の障がい程度 ３級以上 

心臓・腎臓・呼吸器機能障がい   身体障害者手帳の障がい程度 ３級以上 

   ぼうこう又は直腸・小腸機能障がい  身体障害者手帳の障がい程度 ３級以上 

  肝臓機能障がい          身体障害者手帳の障がい程度 ３級以上 

知的障がい            Ａ判定         

精神障がい            １級 
    

その他、乳幼児期以前の非進行性の脳病変による運動機能障がい (上肢２級以上、移動機能

２級以上) 、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障がい (３級以上) 、小児慢性特定疾患

児手帳の交付を受けている「色素性乾皮症」の方、戦傷病者 (視覚・聴覚・平衡機能・体幹

の方は特別項症の第４項症に該当する方で、それ以外の方は第３項症に該当する方)。 

  なお、平衡機能・下肢・体幹・乳幼児期以前の非進行性の脳病変による移動機能の障が

いについては「歩行が困難なことにより社会生活が制限されると認められる人」も含ま

れます。 

 

◇申請手続 
身体障害者等手帳 (顔写真の確認できるもの) 、印鑑、旧標章 (過去に交付されている場

合) を持参して美唄警察署へ申請してください。介護人が申請する場合 

は加えて申立書、続柄等を証明する書面が必要です。 
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補 助 金  
 

身体障がい者自動車運転免許取得費補助      地域福祉課地域福祉係 
 
身体障害者手帳の交付を受け、その障がい程度が１～４級の方が、社会参加の促進を目的と

して自動車運転免許を取得する場合に費用の一部を助成します。教習開始前に相談、自動車

運転免許取得後に申請してください。 
 

◇助成額 (上限額)     １００，０００円 

(取得に要した費用の２／３以内であり、１０万円を限度額とする)  

 

身体障がい者自動車改造費補助           地域福祉課地域福祉係 
 
肢体不自由により身体障害者手帳の交付を受け、その障がい程度が１～２級の方が、社会参

加を目的として、自ら所有し運転する自動車の改造を行う場合に費用の一部を補助します。 
(所得制限があります) なお、改造後の申請は補助の対象となりませんので、事前にご相談

ください。 
 

◇助成額 (上限額)     １００，０００円 
 

 

 
 

福祉資金の貸付  
 

生活福祉資金の貸付                 美唄市社会福祉協議会 
美唄市西３条南３丁目６－２ 

   (電話 ６２－０７７０)  

 
障がい者が生業を営むため又は就職に必要な知識・技能を習得するための支度経費、車両購

入・修繕経費、福祉用具購入経費などの貸付制度があります。 
その他にも貸付できる場合がございますので、社会福祉協議会へのお問い合わせ下さい。 
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その他の福祉制度  
 

公共施設使用料金の減免 
 
身体障害者手帳の交付を受けている１～４級の方、または、療育手帳の交付を受けた知的障

がい者が以下の公共施設を利用する際、手帳の提示により使用料金が５割減額されます。 
 
総合体育館       西５条南１丁目１－１  電話 ６２－６５００ 
体育センター      西２条北４丁目１－１  電話 ６２－５７７６ 
温水プール「すい～む」 西４条南１丁目４－７  電話 ６４－４５２２ 
サンスポーツランド美唄 東明町２区       電話 ６３－４５７３ 
野球場         東明町３区       電話 ６８－８６６０ 
陸上競技場       東明町３区       電話 ６２－５０６６ 
弓道場         西４条北２丁目２－２２ 電話 ６８－８０５９ 

＊陸上競技場と弓道場は個人で練習する限りは無料です。 
 郷土資料館       西２条南１丁目２—１  電話 ６２－１１１０ 
 

ＮＨＫ放送受信料の減免            地域福祉課地域福祉係 
 

◇全額免除 
「身体障がい者」「知的障がい者」｢精神障がい者｣が、住居と生計を共にする世 
帯構成員であり、世帯全員が市民税非課税の場合に、全額免除となります。 

 
◇半額免除 

１）視覚・聴覚障がい者が世帯主であり、かつ受信契約者の場合に、半額免除となりま

す。 
２）重度の障がい者 (身体障がい者１・２級、知的障がい者 A 判定、精神障がい者１

級) が世帯主であり、かつ受信契約者の場合に、半額免除となります。 

 
◇申請手続 

身体障害者手帳または療育手帳、精神障害者保健福祉手帳、印鑑を持参し、地域福祉係

で証明を受け、NHK に申請します。 

 

ＮＴＴ使用料金の優遇措置                     NTT㈱ 
  (電話 ０１２０－１０４１７４)  

◇電話番号案内の料金の減免 
視覚障害 (１～６級) 、上肢・体幹等の肢体不自由 (１～２級) 、聴覚障害 (２～４、

６級) 、音声機能・言語障害またはそしゃく機能障害 (３～４級) の方、療育手帳、精

神障害者保健福祉手帳の交付を受けた方が電話番号案内を利用する際、料金が無料にな

ります。 
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◇福祉クレジット通話 
聴覚に障がいのある方が公衆電話を利用する場合、一般ダイヤル通話料金で利用できま

す。 
 

携帯電話使用料の割引  
 
身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方は、携帯電話使

用料が割引になる場合があります。携帯電話取扱店で手続が必要です。詳しくは各種取扱店

へお問い合わせください。 
 

郵便料金の優遇措置                      日本郵便㈱ 
美唄市西３条南２丁目１－１ 

 (電話 ６３－３１５０)  
◇青い鳥郵便葉書 

重度の身体障がい者および重度の知的障がい者に対し、毎年申し出者１名につき 20 枚

のはがきを無料で配布しています。 
(受付期間は４月１日から５月３１日まで)  

 
◇盲人用郵便物 
◇心身障がい者用ゆうメール 
◇聴覚障がい者用ゆうパック、点字ゆうパック   

などについての優遇措置があります。 
 

※詳細につきましてはお近くの郵便局にお問い合わせください。 
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福祉用具  
 

補装具の交付・借受け・修理            地域福祉課地域福祉係 
 

身体障害者手帳の交付を受けた方、並びに難病患者等がその障がいを補うための用具として 
(補装具) の交付・借受け又は修理を行います。補装具の種類により、北海道立心身障害者

総合相談所の判定が必要になる場合があります。 
 

◇補装具の種類 
肢体不自由 義肢、装具、姿勢保持装置、車いす、電動車いす、車載用姿勢保

持装置、歩行器、歩行補助杖、重度障がい者用意思伝達装置(言語

機能も喪失された方)起立保持具(児)、排便補助具(児) 

内部障がい(呼吸器・心臓)   車いす、電動車いす 
視覚障がい       視覚障がい者安全つえ、義眼、眼鏡 
聴覚障がい  補聴器、人工内耳(音声信号処理装置修理のみ) 

 

◇申請手続 
身体障害者手帳 (難病の方は、特定疾患受給者証又は病名と状態がわかる医師の診断書

等) 、申請書、補装具用医師意見書、指定業者作成の見積書、個人番号 (マイナンバー) 
のわかるもの、印鑑を持参し地域福祉係へ申請してください。障がい者本人とその配偶

者及び障がい児は保護者の市民税の課税状況に応じて、月額上限負担額が設定されま

す。また、事前の申請手続きをしないで購入した装具は交付の対象外となりますのでご

注意ください。 
 

※借受けによることが適当である場合は次の①～③に限ります。 
 ①身体の成長に伴い、短期間で補装具等の交換が必要であると認められる場合 

 ②障がいの進行により、補装具の短期間の利用が想定される場合 

 ③補装具の交付に先立ち、複数の補装具等の比較検討が必要であると認められる場合 

※他法優先について 
他の法律で補装具の交付 (修理等) 又は貸与を受けることができる方は、他法による申請を

優先してください。主な他法は介護保険法や労働者災害補償保険法などです。 
 

自助具の給付                    地域福祉課地域福祉係 
 

所得税非課税世帯に属する在宅重度身体障がい者 (児) か概ね６５歳以上の寝たきりの高齢

者、及び住民税所得割が４６万円以上の者がいない世帯に属する１８才未満の軽度・中等度

難聴児に対し、日常生活動作を補う用具を給付します。 
 

◇給付品目 
読書スタンド、ページめくり、ヘルプハンド、トイレ付ベッド、入浴用リフト、難燃性寝具、

洗髪器、空気清浄機、ベッド用テーブル、トイレ用トランスファーボード (身障児者のみ) 、

簡易和式ギャッジ (高齢者のみ) 、補聴器（軽・中等度難聴児のみ） 
◇申請手続 

身体障害手帳、印鑑、見積書を持参し、地域福祉係に申請してください。 
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日常生活用具の給付                 地域福祉課地域福祉係 
 

重度障がい者 (児) 、難病患者等に対し、日常生活が円滑に行われるための用具を給付また

は貸与します。 

 種  目 
基準額 

(円／単位当たり) 
対 象 者 

身

障

者 

身

障

児 

療

育 

A 

難 

病 

介

護

・

訓

練

支

援

用

具 

★特殊寝台 154,000 下肢又は体幹機能障がい 2 級以

上の障がい者、及び寝たきりの

状態にある難病患者等 

○ × × ○ 

★特殊マット 19,600 下肢又は体幹機能障がい 1 級の

障がい者と 2 級以上の障がい児

及び重度又は最重度の知的障が

い者(児)、及び寝たきりの状態

にある難病患者等で、原則とし

て 3 歳児以上 

(常時介護を必要とする者に限

る。) 

○ ○ ○ ○ 

★特殊尿器 67,000 下肢又は体幹機能障がい 1 級の

障がい者(児)、及び自力で排尿

できない難病患者等で、原則と

して学齢児以上 

(常時介護を必要とする者に限

る。) 

○ ○ × ○ 

入浴担架 82,400 下肢又は体幹機能障がい 2 級以

上の障がい者(児)で、原則とし

て学齢児以上 

(入浴に当たって家族等他人の介

助を要するものに限る。) 

○ ○ × × 

★体位変換器 15,000 下肢又は体幹機能障がい 2 級以

上の障がい者(児)、及び寝たき

りの状態にある難病患者等で、

原則として学齢児以上 

(下着交換に当たって家族等他人

の介助を要するものに限る。) 

○ ○ × ○ 

★移動用リフト 159,000 下肢又は体幹機能障がい 2 級以

上の障がい者(児)、及び下肢又

は体幹機能に障がいのある難病

患者等で、原則として 3 歳以上 

○ ○ × ○ 

訓練いす 33,100 下肢又は体幹機能障がい 2 級以

上の障がい児で、原則として 3

歳以上 

× ○ × × 

訓練用ベッド 159,200 下肢又は体幹機能障がい 2 級以

上の障がい児、及び下肢又は体

幹機能に障がいのある難病患者

等で原則として学齢児以上 

× ○ × ○ 
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 種  目 
基準額 

(円／単位当たり) 
対 象 者 

身

障

者 

身

障

児 

療

育 

A 

難 

病 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自

立

生

活

支

援

用

具 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★入浴補助用具 90,000 下肢又は体幹機能障がい者

(児)、及び入浴に介助を要する

難病患者等で、原則として 3 歳

以上 

(入浴に介助を必要とする者)  

○ ○ × ○ 

★便器 4,450 下肢又は体幹機能障がい 2 級以

上の障がい者(児)、及び常時介

護を要する難病患者等で、原則

として学齢児以上 

○ ○ × ○ 

★手すり 

(便器に手すりを付けた

場合)) 

5,400 下肢又は体幹機能障がい 2 級以

上の障がい者(児)、及び常時介

護を要する難病患者等で、原則

として学齢児以上 

○ ○ × ○ 

Ｔ字状・棒状のつえ 3,000 平衡機能又は下肢、もしくは体

幹機能障がい者(児) 
○ ○ × × 

★移動・移乗支援用具 60,000 平衡機能又は下肢、もしくは体

幹機能障がい者(児)、及び下肢

が不自由な難病患者等で、原則

として 3 歳以上 

(家庭内の移動において介助を

必要とする者)  

○ ○ × ○ 

頭部保護帽 36,750 平衡機能または下肢、もしくは

体幹機能障がい 2 級以上の障が

い者(児)、及びてんかんの発作

等により頻繁に転倒する重度又

は最重度の知的障がい者(児)・

精神障がい 1 級の障がい者 

○ ○ ○ × 

特殊便器 151,200 上肢障がい 2 級以上の障がい者

(児)、及び重度又は最重度の知

的障がいで訓練を行っても自ら

排便後の処理が困難な障がい者

(児)、及び上肢機能に障がいの

ある難病患者等で、原則として3

歳以上 

○ ○ ○ ○ 

火災警報器 15,500 

(1 世帯 

2 台限度) 

2 級以上の身体障がい者(児)及

び重度又は最重度の知的障がい

者(児) 

(火災発生の感知・避難が著し

く困難な障がい者のみの世帯及

びこれに準ずる世帯)  

○ ○ ○ × 

自動消火器 28,700 2 級以上の身体障がい者(児)及

び重度又は最重度の知的障がい

者(児)、及び難病患者等 

(火災発生の感知・避難が著し

く困難な障がい者のみの世帯及

びこれに準ずる世帯)  

○ ○ ○ ○ 
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 種  目 
基準額 

(円／単位当たり) 
対 象 者 

身

障

者 

身

障

児 

療

育 

A 

難 

病 

 

電磁調理器 41,000 視覚障がい 2 級以上及び重度又

は最重度の知的障がい者(児)で

18 才以上の者 

(盲人のみの世帯及びこれに準

じる世帯)  

○ × ○ × 

歩行時間延長信号機用

小型送信機 

7,000 視覚障がい 2 級以上の障がい者

(児)で、原則として学齢児以上 
○ ○ × × 

聴覚障がい者用 

屋内信号装置 

87,400 聴覚障がい 2 級の障がい者 

(聴覚障がい者のみの世帯及び

これに準ずる世帯で日常生活上

必要認められる世帯)  

○ × × × 

 

 

在

宅

療

養

等

支

援

用

具 

 

 

透析液加温器 51,500 腎臓機能障がい 3 級以上で自己

連続携行式腹膜灌流法による透

析療法を行う障がい者(児)で、

原則として 3 歳以上 

○ ○ × × 

●ネブライザー 

(吸入器)  

36,000 呼吸器機能障がい 3 級以上又は

同程度の身体障がい者(児)、及

び呼吸器機能に障がいのある難

病患者であって、必要と認めら

れる者で、原則として 3 歳以上

※呼吸器障がい者以外は医師の

意見書で判断する。 

○ ○ × ○ 

●電気式たん吸引器 56,400 呼吸器機能障がい 3 級以上又は

同程度の身体障がい者(児)、及

び呼吸器機能に障がいのある難

病患者であって、必要と認めら

れる者で、原則として 3 歳以上

※呼吸器障がい者以外は医師の

意見書で判断する。 

○ ○ × ○ 

酸素ボンベ運搬車 17,000 医療保険における在宅酸素療法

を行う者 
○ × × × 

盲人式体温計 

(音声式)  

9,000 視覚障がい 2 級以上の障がい者

(児)で、原則として学齢児以上 

(盲人のみの世帯及びこれに準ず

る世帯)  

○ ○ × × 

盲人用体重計 18,000 視覚障がい 2 級以上の障がい者 

(盲人のみの世帯及びこれに準ず

る世帯)  

○ × × × 

動脈血中酸素飽和度測

定器 

(パルスオキシメーター)  

42,000 呼吸器障がい、心臓機能障がい者

(児)であって、医療保険における

在宅酸素療法を行っている者、又

は人工呼吸器を装着している者 

× × × ○ 

157,500 人工呼吸器の装着が必要な難病

患者で、かつ常時精密なデータ

管理を必要とすると医師が器具

の常備を認めた者 

× × × ○ 
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種  目 
基準額 

(円／単位当たり) 
対 象 者 

身

障

者 

身

障

児 

療

育 

A 

難 

病 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情

報

・

意

思

疎

通

支

援

用

具 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

携帯用会話補助装置 98,800 音声機能もしくは言語機能障が

い又は肢体不自由者(児)であっ

て発声発語に著しい障がいを有

する者で、原則として学齢児以

上 

○ ○ × × 

情報・通信支援用具 
(障がい者向けのパーソ

ナルコンピュータ周辺機

器や、アプリケーション

ソフト)  

市長が必要と

認めた額 

上肢機能障がい又は視覚障がい

2 級以上の障がい者(児)で、原

則として学齢児以上 ○ ○ × × 

点字ディスプレイ 

 

383,500 視覚障がい及び聴覚障がいの重

度重複障がい (原則として視覚

障がい 2 級以上かつ聴覚障がい

2 級以上) の身体障がい者であ

って必要と認められる者 

○ × × × 

点字器 10,400 視覚障がい 2 級以上の障がい者

(児) で、原則として 3 歳以上 
○ ○ × × 

点字タイプライター 63,100 視覚障がい 2 級以上の障がい者

(児)  

(本人が就労もしくは就学して

いるか又は就労が見込まれる者

に限る)  

○ ○ × × 

視覚障がい者用 

ポータブルレコーダー 

(録音再生機)  

89,800 視覚障がい 2 級以上の障がい者

(児)で、原則として学齢児以上 ○ ○ × × 

視覚障がい者用 

ポータブルレコーダー 

(再生専用機)  

36,750 視覚障がい 2 級以上の障がい者

(児)で、原則として学齢児以上 ○ ○ × × 

視覚障がい者用 

活字文書読み上げ装置 

115,000 視覚障がい 2 級以上の障がい者

(児)で、原則として学齢児以上 
○ ○ × × 

視覚障がい者用 

拡大読書器 

198,000 視覚障がい者(児)で、原則とし

て学齢児以上 

(本装置によって文字等を読む

ことが可能になる者)  

○ ○ × × 

盲人用時計 触読式 10,300 視覚障害 2 級以上の障がい者 

なお、音声時計は手指の触覚に

障がいがある等のため、触読式

時計の使用が困難な者を原則と

する。 

○ × × × 
音声式 13,300 

聴覚障がい者用 

通信装置 

71,000 聴覚障がい者(児)又は発声・発

語に著しい障がいを有する障が

い者(児)であって、コミュニケ

ーション、緊急連絡等の手段と

して必要と認められる者で、原

則として学齢児以上 

○ ○ × × 
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 種  目 
基準額 

(円／単位当たり) 
対 象 者 

身

障

者 

身

障

児 

療

育 

A 

難 

病 

情

報

・

意

思

疎

通

支

援

用

具 

聴覚障がい者用 

情報受信装置 

88,900 聴覚障がい者(児)であって、本

装置によりテレビの視聴が可能

になる者 

○ ○ × × 

視覚障がい者用情報受

信装置 
29,000 

視覚障がい者(児)であって、本

装置によりテレビの視聴が可能

になる者 

○ ○ × × 

人工喉頭 70,100 喉頭摘出した障がい者(児) ○ ○ × × 

福祉電話 (貸与)  市長が必要と

認めた額 

難聴者又は外出困難な身体障が

い 2 級以上の障がい者であっ

て、コミュニケーション、緊急

連絡等の手段として必要性があ

ると認められる者及びファック

ス被貸与者 

(障がい者のみの世帯及びこれ

に準ずる世帯)  

○ × × × 

ファックス (貸与)  7,700 聴覚又は音声・言語機能障がい

3 級以上の障がい者であって、

コミュニケーション、緊急連絡

等の手段として必要性があると

認められる者 

電話(難聴者用電話を含む)によ

るコミュニケーション 等が困

難な障がい者のみの世帯及び

これに準ずる世帯 

 

○ × × × 

視覚障がい者用 

ワードプロセッサー 

(共同利用)  

1,030,000 視覚障がい 2 級以上の障がい者

(児)で、原則として学齢児以上 ○ ○ × × 

点字図書 市長が必要と

認めた額 

主に、情報の入手を点字によっ

ている視覚障がい者(児) 
○ ○ × × 

 

 

排

泄

管

理

支

援

用

具 

蓄便袋 

 

8,600 

(月額) 

ストーマ (人工肛門) 造設者

(児) 
○ ○ × × 

蓄尿袋 

 

11,300 

(月額) 

ストーマ (人工膀胱) 造設者

(児) 
○ ○ × × 

紙おむつ等 

(紙おむつ、洗腸装

具、さらし、ガーゼ等

衛生用品)  

12,000 

(月額) 

ストーマ造設者(児) 

高度の排便機能障がい者(児) 

高度の排尿機能障がい者(児) 

脳原性運動機能障がい者かつ意

思表示困難者(児)で、原則とし

て 3 歳以上 

○ ○ × × 

収尿器 8,500 排尿のコントロールが充分にで

きない高度の排尿機能障がい者

(児)で、原則として 3 歳以上 ○ ○ × × 
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 種  目 
基準額 

(円／単位当たり) 
対 象 者 

身

障

者 

身

障

児 

療

育 

A 

難 

病 

 

 

 

 

 

 

住

宅

改

修

費 

★居宅生活動作補助用

具 

移動を円滑にする用具

で小規模な住宅改修を

伴うもの 

①手すりの取り付け 

②段差の解消 

③滑り防止及び移動の

円滑化等のための床

又は通路面材料の変

更 

④引き戸等への扉の取

替え 

⑤その他上記の住宅改

修に付帯して必要と

なる住宅改修 

※なお、給付は原則と

して１回とする。 

200,000 下肢、体幹機能障がい又は乳幼

児期以前の非進行性の脳病変に

よる運動機能障がい(移動機能障

がいに限る)を有する障がい者

(児)であって障がい等級３級以

上、及び下肢又は体幹機能に障

がいのある難病患者等 

○ ○ × ○ 

★介護保険制度による給付・貸与が優先となります。 

●呼吸器障がい者以外は医師の意見書が必要です。 

◆学齢児とは・・・義務教育期 

◆“これに準ずる世帯”とは・・・ 

①障がい者を除く世帯員が学齢児以下である世帯 

②障がい者を除く世帯員が介護保険法に基づく介護認定により要介護５と認定

されている世帯 

         ③障がい者を除く全ての世帯員又は障がい者のいずれかが同一敷地外で別居し

ている世帯 

         ④週７日において日中障がい者のみとなる世帯 (日中とは午前８時から午後５

時までの時間帯をいう。)  

 

◇申請手続 
日常生活用具給付等申請書、指定業者の見積書、身体障害者手帳 (難病患者等の場合

は、医師の診断書又は意見書など病名と状態がわかる書類) 、印鑑を持参し、地域福祉

係へ申請してください。また、障がい者本人とその配偶者及び障がい児は保護者の前年

度の所得額に応じて、月額上限負担額が設定されます。 
車いすの貸し出し                  地域福祉課地域福祉係 

 

身体障がい者や高齢者の方で一時的に車いすを必要とする方に、無料で車いすの貸し出しを

しています。期間は最長１か月程度です。 
 

◇申請手続 
申請する方の印鑑を持参し、地域福祉係へ申請してください。 
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緊急通報装置の設置          地域包括ケア推進課地域包括ケア推進係 
 

緊急通報装置によりひとり暮らしの高齢者と受信センターとを電話回線で結ぶことで、火

災、事故、急病、その他緊急時の救護活動の適正化・迅速化を図ります。 
 

◇対象者 
次のいずれかに該当する方 
１）６５歳以上のひとり暮らしの世帯 
２）７５歳以上のみで構成される世帯 
３）日中は家族不在となる７５歳以上の世帯 
４）重度身体障がい者のひとり暮らし世帯 
５）重度身体障がい者で７５歳以上と同居する世帯 

  

 ◇費用の負担 
  通報装置一式を設置します。市民税課税世帯の方は、設置時の工事費用の半額 (約

20,000 円) 、市民税非課税世帯の方は 10,000 円が自己負担となります。 
 

◇申請手続 
居住地区の民生委員を通すか、直接地域包括ケア推進係へ申請してください。 

 

 

家族介護用品の支給          地域包括ケア推進課地域包括ケア推進係 
地域福祉課地域福祉係  

在宅で寝たきりの高齢者などを介護する家族に対し、紙おむつ (現物または給付券)を支給

することで、家族介護者の身体的、精神的、経済的負担の軽減を目的とします。 
 

◇対象者 
 次のいずれかの人を介護している市民税非課税世帯の家族介護者 

１）介護保険の要介護度が要介護４，５の認定を受け、寝たきり等の状態でおむつを常

時必要としている方 
２）特定疾患医療受給者証の交付を受け、おむつを常時必要としている方 
３）身体障害者手帳の障がい程度が１，２級、または療育手帳 A 判定でおむつを常時

必要としている方 
 

◇申請手続 
１）については 

印鑑及び介護を受けている方の介護保険証を持参し、地域包括ケア推進係へ申請

してください。 
２）３）については  
  印鑑及び特定疾患受給者証、または身体障害者手帳、または療育手帳を持参し、地

域福祉係へ申請してください。 
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指定ごみ袋の支給                   生活環境課環境係 

 

障がいなどにより、紙おむつの支給を受けている方などに対して、経済的負担を軽減するた

め指定ごみ袋 (燃やせるごみ用) を支給します。 

 

◇対象者 
次のいずれかに該当する方 
１）美唄市重度障がい者等紙おむつ支給事業実施要綱により、紙おむつの支給を受けて

いる方 
２）美唄市障がい者等日常生活用具給付等実施要綱により、紙おむつの支給を受けてい

る方 
３）美唄市家族介護用品支給事業実施要綱により、紙おむつ等の支給を受けている市民

税非課税世帯 
  

 ◇申請手続 
印鑑及び支給・給付決定通知書の写しを持参し、環境係へ申請してください。 
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くらしの援助  

 
居宅介護（ホームヘルプサービス）       地域福祉課地域福祉係 
                          こども未来課こども未来係 

(子育て支援センター内)  

 

障がいのある方や難病患者等が日常生活に支障をきたしているとき、その世帯にホームヘル

パーを派遣します。利用を希望する場合は、市に介護給付費の申請を行います。その後訪問

調査を行い、障害者自立支援審査会で障害支援区分が決定されます。区分に応じ支給量を決

定、受給者証の交付を受けましたら、指定事業者を選択し、契約後、サービスを利用するこ

とになります。児童は申請後、支給が決定し、受給者証の交付を受けましたら、指定業者を

選択し、契約後、サービスを利用することになります。 
 

障害者総合支援法による福祉サービスは「自立支援給付」と「地域生活支援

事業」で構成されています。「障がい福祉サービス」を利用するためには障が

い程度区分が必要です。 (訓練等給付のみの場合は不要)  

 また、障がい児については、児童福祉法による通所支援があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    自立支援給付     地域生活支援事業 

●印はくらしの援助に掲載しています。 

障がい福祉サービス 

＜介護給付＞ 

●居宅介護 (ホームヘルプ)  

●行動援護・同行援護 

●生活介護 (デイサービス) 

●短期入所 (ショートステイ)  

施設入所 など 

＜訓練等給付＞ 

グループホーム 

 通所訓練施設 など 

＜通所支援＞ 

●児童発達支援 

●放課後等デイサービス 

障
が
い
者
・
障
が
い
児 

補装具費の給付 →Ｐ２１ 

地域生活支援事業 

●移動支援事業 

●意思疎通支援事業 

●生活サポート事業 

●日中一時支援事業 

●相談支援事業 

●成年後見人制度利用支援事業 

 日常生活用具の給付→Ｐ２２ 

など 

自立支援医療 

 更生医療→P３ 

     育成医療→P４ 

     精神通院→P５ 
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◇サービスの内容 
１）身体の介護に関すること       ２）家事に関すること 

ア）食事の介護             ア）調理 
イ）排泄の介護             イ）衣類の洗濯及び補修 
ウ）衣類着脱の介護           ウ）住居等の掃除 
エ）入浴の介護             エ）生活必需品の買い物 
オ）身体の清拭および洗髪        オ）関係機関との連絡 
カ）通院等の介助その他必要な身体介護 

３）相談及び助言に関すること 
   ア）生活、身上および介護に関する相談並びに助言 
   イ）その他必要な相談および助言 
 

◇対象者 
身体障がい児・者、知的障がい児・者、精神障がい者、難病患者 

 

※利用者本人と、扶養義務者の負担能力 (課税状況により決定) に応じた利用者負担金が

かかります。 
 

行動援護                     地域福祉課地域福祉係 
                 こども未来課こども未来係 

(子育て支援センター内)  

知的障がい、精神障がい、または難病等により行動に著しい困難が有り、常時介護を要する

人に、行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、外出時における移動中の介

護、排せつ、食事等の介護その他の行動する際に必要な援助を行います。 

 

同行援護                       地域福祉課地域福祉係 

 

視覚障がい、または難病等により、移動に著しい困難を有する障がい児・者に、外出時にお

いて、その障がい児・者に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護等を

行います。 

 

生活介護 (デイサービス)               地域福祉課地域福祉係 

 

在宅の重度身体障がい児・者、または難病患者等へ通所によるデイサービスを提供すること

で、自立の促進、生活改善、身体機能の維持向上を図るとともに、家族介護者の身体的・精

神的負担の軽減を図ります。利用を希望する場合は、市に介護給付費の申請を行います。そ

の後訪問調査を行い、障害者自立支援審査会で障害支援区分が決定されます。区分に応じ支

給量を決定、受給者証の交付を受けましたら、指定事業者を選択し契約後サービスを利用す

ることになります。 



 - 32 -

◇サービス内容 
１）基本事業   ア)機能訓練 イ)更生相談 ウ)介護方法の指導 エ)健康指導       

２）入浴サービス 
３）給食サービス 
４）介護サービス 
５）健康指導 

         

※利用者本人と、扶養義務者の負担能力 (課税状況により決定) に応じた利用者負担金が

かかります。また、給食サービス・入浴サービスの実費がかかります。 
 

短期入所 (ショートステイ)            地域福祉課地域福祉係 

                 こども未来課こども未来係 
(子育て支援センター内)  

在宅で障がい児・者、または難病患者等を介護している家族が疾病等のため介護できない場

合、一時的に (原則として７日間以内) 施設に入所するものです。利用する場合は、市に介

護給付費の申請を行います。その後障がい者の方には訪問調査を行い、障害者自立支援審査

会で障害支援区分が決定されます。区分に応じ支給量を決定、受給者証の交付を受けました

ら、指定事業者を選択し契約後サービスを利用することになります。児童は申請後、支給が

決定し、受給者証の交付を受けましたら、指定業者を選択し契約後サービスを利用すること

になります。 
◇対象者 

身体障がい児・者、知的障がい児・者、精神障がい者、難病患者 
 

※利用者本人と、扶養義務者の負担能力 (課税状況により決定) に応じた利用者負担金が

かかります。また、施設により飲食物費等の実費がかかる場合もあります。 
 

通所支援                     こども未来課こども未来係 

(子育て支援センター内)  

心身障がいや発達の心配がある児童に、専門的な指導や療育等、通所によるデイサービスを

提供します。利用する場合は、市に申請を行い、指定障害児相談支援事業者に障害児支援利

用計画案の作成を依頼し、サービスの支給が決定しましたら、事業所を選択し、契約後サー

ビスを利用することになります。 
◇サービス内容 
１）児童発達支援 
２）放課後等デイサービス 

 

◇対象者１８歳未満の身体障がい児、知的障がい児、発達に心配のある児童等 
※利用者本人と扶養義務者に係る負担金について、美唄市は無料としています。 

ただし、事業所等により教材費等の実費がかかる場合もあります。 
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移動支援                        地域福祉課地域福祉係 
         こども未来課こども未来係 

 (子育て支援センター内)  

屋外での移動に著しい制限のある障がい者・児、または難病患者等が外出する際に付き添い

が必要な場合、ヘルパーによる支援を行います。利用する場合は、市に申請を行い、サービ

スの支給が決定しましたら、事業所を選択し、契約後サービスを利用することになります。 
 

◇サービスの内容 
利用の対象となる 

外出の区分 
外出先等 外出の目的等 

社会生活上外出が不

可欠と認められる場

合 

市役所、裁判所、警察署等官公

庁 
権利または義務に関わる諸手続、相談等 

その他市長が特に必要と認める

もの 
別表第２に該当しないと市長が認める外

出に限る。 
社会参加の観点から

日常生活上外出が必

要な場合 

体育館、競技場、美術館、動物

園等 
スポーツ、美術展等 

映画館、コンサート会場等 映画、コンサート等 
商店、デパート等 買い物 
理容院、美容院等 理容、美容、着付け等 
冠婚葬祭 結婚式、葬式等 
金融機関 預貯金の預入れ、引出し等 
障がい者を対象とした訓練、研

修、見学会 
国、道または市主催の研修、講座、訓

練、見学等各種行事 
障がい者福祉大会 障がい者団体の主催する福祉大会等 
その他市長が特に必要と認める

もの 
別表第２に該当しないと市長が認める外

出に限る。 
別表第２ 

利用の対象外と 
なる外出の区分 

外出先等 外出の目的等 

営業活動等経済的活

動に係る外出 
会社、事業所等 通勤等 

通年かつ長期にわた

る外出 
高校、大学その他の学校、通所

施設等 
通学、通所等 

社会通念上本制度を

利用することが適当

でない外出 

集会場、寺社等 布教等宗教活動、選挙運動等の政治活動

等 
競馬場、パチンコその他の遊興

場等 
ギャンブル等 

その他公序良俗に反すると市長

が認めるもの 
外出の目的を勘案して市長が決定する。 

なお、利用者本人の負担能力 (課税状況により決定) に応じた利用者負担がかかります 

(原則かかるサービス費用の１割) 。また、ヘルパーの交通費等の実費も負担していただ

きます。 
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意思疎通支援                     地域福祉課地域福祉係 

 

聴覚、言語機能障がいのため、音声により意思疎通を図ることが困難な方が、日常生 
活や社会参加をおくるために意思疎通支援が必要な場合は、手話通訳者または要約筆 
記者等を派遣します。なお、利用される方に感染症の疑いがある場合や通訳者の入室 
制限がある場合等は、スマホやタブレット等のビデオ通話機能等を使用する遠隔サー 
ビスに切り替えることがあります。 
派遣を希望する場合は、１週間前までに市に申請してください。申請は郵送または 
FAX (62-1088) でも受け付けます。利用者負担金はありません。なお、遠隔サー 

ビスを利用する場合は事前登録が必要です。 
 

声の広報の発行                   美唄市社会福祉協議会  

 

重度の視覚障がいの方 (１～２級) を対象として、広報紙「メロディー」等の朗読を 

テープに録音し発行しています。社会福祉協議会へ申請してください。 
 

生活サポート                      地域福祉課地域福祉係 
            こども未来課こども未来係 

(子育て支援センター内)  

日常生活に関する支援を行わなければ、本人の生活に支障をきたすおそれがある障がい者・

児に対し、ヘルパー等を派遣し、生活及び家事援助を行います。 (ただし、障がい福祉サー

ビスの居宅介護・生活介護受給者を除く) 利用する場合は、市に申請を行い、サービスの支

給が決定しましたら、事業所を選択し、契約後サービスを利用することになります。 
 

◇サービスの内容 
１）身体の介護に関すること       ２）家事に関すること 

ア）食事の介護             ア）調理 
イ）排泄の介護             イ）衣類の洗濯及び補修 
ウ）衣類着脱の介護           ウ）住居等の掃除および整理整頓 
エ）入浴の介護             エ）生活必需品の買い物 
オ）身体の清拭および洗髪        オ）関係機関との連絡 
カ）通院等の介助その他必要な身体介護  カ）その他必要な家事 

３）相談及び助言に関すること 
   ア）生活、身上および介護に関する相談並びに助言 
   イ）その他必要な相談および助言 
 

なお、利用者本人の負担能力 (課税状態により決定) に応じた利用者負担がかかりま 

す (原則かかるサービス費用の１割) 。 
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日中一時支援                      地域福祉課地域福祉係 
こども未来課こども未来係 

 (子育て支援センター内)  

障がい者・児、または難病患者等を一時的に預かり、日中活動の場を提供し、見守り及び社

会に適応するための日常的な訓練を行います。なお、利用者本人の負担能力 (課税状況によ

り決定) に応じた利用者負担がかかります (原則かかるサービス費用の１割) 。 

 

相談支援                       地域福祉課地域福祉係 

 

障がい児・者、または難病患者等の福祉に関する諸般の問題について、当事者、保護者等か

らの相談に応じて必要な情報提供や助言のほか、障がい福祉サービスの利用支援や虐待の防

止及びその早期発見に向けた関係機関との連絡調整、障がい者等の権利養護のための援助な

ども行います。なお、市では下記の相談事業所に業務を委託しています。 
 

   相談受付  医療法人 心和会 
相談支援事業所 こもれび 
(美唄市障がい者基幹相談支援センター)  

   住  所  美唄市西２条南２丁目４番２０号 
   電話番号  ０８０－２８７１－０２６１ 
   開設日時    原則通年  午前９時００～午後５時００分 
 

計画相談支援                     地域福祉課地域福祉係 

 

障がい者・児、または難病患者等の心身の状態、生活環境、障害福祉サービス等の利用に関

する意向、その他の事情を勘案し、抱える課題の解決や適切なサービス利用に向け、「サー

ビス等利用計画」、「障害児支援利用計画」の作成とサービスの利用状況を確認する「モニタ

リング」を行い、きめ細やかなケアマネジメントに取り組んでいます。 
 

   事業所名  社会福祉法人 美唄市社会福祉協議会 
美唄市障がい者相談支援センター「いんくる」 

   住  所  美唄市西３条南３丁目６番２号 
   電話番号  ６６－２３２３  ファックス  ６２－６９９６ 
    

   事業所名  相談支援事業所 あかり 
   住  所  美唄市東６条南１丁目３番６号 
   電話番号  ３８－５３５５  ファックス  ３８－５３１６ 
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障がい者相談員                    地域福祉課地域福祉係 
 

地域で暮らす障がい者の暮らしづらさに関する相談等に応じ、必要な助言を行う相談者とし

て、次の方が北海道知事より委嘱を受け地域相談員として活動しています。 
 

北村節子  美唄市東５条北４丁目７－１８  電話 ６２－２４５７ 
佐藤英子  美唄市東５条北６丁目４－９   電話 ６３－０３９３ 

 

※毎月１５日 (土日祝日の場合は前日) の１３：００～１６：００まで、総合福祉センタ

ーに相談窓口を開設しています。 
 

こころの健康相談            岩見沢保健所健康推進課健康支援係 
美唄市社会福祉協議会 

こころの健康や疾患について悩んでいるご本人や家族等からの相談を受けています。 
 

 ◇岩見沢保健所 電話相談、来所相談 (保健師や精神神経科が対応します)  

日  時  月～金曜日 (祝祭日を除く)  ９：００～１７：００ 

電話番号  ２０－０１２２ (来所の場合は事前に電話で連絡してください)  

 

 ◇美唄市社会福祉協議会 来所相談 (臨床心理士が対応します)  

   日  時  ２か月に１回 (開催月 当月広報紙メロディーに日時記載)  

   電話番号  ６２－０７７０ (事前に電話予約してください)  

 

※岩見沢保健所では、他に統合失調症・高次脳機能障がい・ひきこもりなどの学習会や家族

同士の交流会を開催しています。 
 

ヘルプマーク・ヘルプカード            地域福祉課地域福祉係 
美唄市社会福祉協議会 

『ヘルプマーク』『ヘルプカード』は、市役所 1 階７番窓口または美唄市社会福祉協議会で

配布しております。 
 

『ヘルプマーク』は、義肢や人工関節を使用している方や内部障がいの方、または、発達障

がいの方など、援助や配慮を必要としていることが外見からは分からない方が、周囲の方に

配慮を必要としていることを知らせることで、援助が得やすくなることを目的としていま

す。 
ヘルプマークを持つことで支援を必要としていることを知らせることができ、周囲の方に支

援や援助を促すことができます。 
障がいがある方などには、自分から「困った」となかなか伝えられない人がいます。支援が
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必要なのに、「コミュニケーションに障がいがあってもそのことを伝えられない人」、「困っ

ていることそのものを自覚していない人」もいます。特に、災害時には、困りごとが増える

ことが想定されます。 
一方、地域の人からは、何かあったとき、「どう支援したらよいかわからない」「障がいのこ

とがわからない」「困っているのでは？と気になるけれど、誰にその人のことを聞いたらよ

いかわからない」という声があります。 
『ヘルプカード』は、そのきっかけをつくるものです。 

 

成年後見制度利用支援            美唄市成年後見支援センター 

 (美唄市社会福祉協議会内)  

地域包括ケア推進課地域包括ケア推進係 
                       地域福祉課地域福祉係 

認知症・知的障がい・精神障がいなどによって判断能力が不十分な人が、社会で経済的不利

益を受けたり、生活上の不自由さを解消するために、成年後見制度があります。利用するに

は家庭裁判所に申立てをしなければなりません。申立てる人がいない、費用が心配な場合は

ご相談ください。申立て及び申立てにかかる費用、後見人等の報酬について支援します。 

 

◇申立て支援の対象者 

支援が必要な方で、かつ、配偶者もしくは二親等内の親族がいない方、またはこれらの

親族がいても音信不通の状態にある方で、市長が本人保護のために申立てを行うことが

必要と認めた方。 

◇費用・報酬等支援の対象者 

補助を受けなければ、成年後見制度の利用が困難な状況にある方。 

 

※ その他にも要件がありますので、詳しくはお問合せください。 
 

こども療育広場 (通称てらん広場)         こども未来課こども療育広場 

 (子育て支援センター内)  

こども療育広場 (てらん広場) では、小学校就学前までのお子さまを対象に、心身の発達や

ことばの遅れなど気になる段階からの発達相談や、保護者と一緒に日常における基本動作及

び、集団生活への適応等に関する支援を行っています。美唄市子育て支援センター内にある

この施設は、週５日開設しており、個別療育は月に２～４回となっております。 (１回１時

間) 

 

◇開設日  個別指導日 月～金   ９：００～１７：００ 
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間口除雪                地域包括ケア推進課地域包括ケア推進係 
 

高齢者および身体障がい者で構成される世帯が居住する住宅で、道路除雪作業後の残雪処理 
(間口除雪) が困難な世帯を支援します。 

◇対象世帯 
市が実施する除雪路線に面する一戸建て住宅等に居住している世帯で、自力で除雪作業

が困難と認められる次のいずれかの世帯 
１）７０歳以上で構成されている世帯 
２）身体障がい者の程度が１級または２級の重度身体障がい者のみで構成される 

世帯 
３）７０歳以上の方と重度身体障がい者で構成される世帯 
4）市長が必要と認めた世帯 

 

◇申請手続 
申込期間は１０月の広報紙でお知らせします。 

  

※ 利用負担金が必要です。 (市民税課税、非課税等により異なります)  

 

福祉除雪                地域包括ケア推進課地域包括ケア推進係 
 

体力的にも経済的にも除雪が困難な高齢者、身体障がい者等の世帯に対し、住宅の屋根の雪

下ろしおよび窓周りの除雪を行います。 
 

◇対象世帯 市民税非課税世帯の人で、次のいずれかに該当する世帯 
１）おおむね６５歳以上の単身高齢者世帯または夫婦世帯 
２）重度肢体不自由者または視覚障がい者で単身世帯もしくは１５歳以下のみの子との世

帯 
３）寡婦病弱者で単身世帯または１５歳以下のみの子との母子世帯 
４）市長が認めた世帯 

 

◇申請手続 
事前に申請受付はしていませんので、雪が多く積もりしだい地域包括ケア推進係へ申請

してください。 
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社会復帰のために  
 

美唄つばさの会                   健康推進課健康推進係 
                               (保健センター内)  

 
精神疾患を抱える方 (主に統合失調症) を対象に、同じ病気を持つ仲間と出会い、気軽に集

まれる場所として月に 1 回活動しています。参加ご希望の方、関心のある方は下記保健セ

ンターまでお問合せください。 

 
◇美唄つばさの会 (市内施設マップ④)  

美唄市西３条南３丁目６－３ (保健センター内)  電話 ６２－１１７３ 

 

活動内容等 

 語り合い、レクレーション、調理体験、市内施設見学など 

 

 

職業訓練  
 
障がい者の、職業的自立を図るための訓練施設があります。 

  
◇国立北海道障害者職業能力開発校      砂川市焼山６０番地 

                      電話 ０１２５－５２－２７７４ 
 
障がい者が、その適性に応じた職種についての知識・技術を身につけ、就業の自立を図

ることを目的としています。総合ビジネス科、建築デザイン科、プログラム設計科、

CAD 機械科、総合実務科があります。 
 
◇国立函館視力障害センター         函館市湯川町１丁目３５－２０ 

                      電話 ０１３８－５９－２７５１ 
 

視覚障がい者の就労移行支援 (あんまマッサージ指圧師、はり師、きゅう師養成)や、

自立訓練 (社会生活上必要な技術を身に付け、能力の向上を図る) 、施設入所支援を行

い、障がい者の自立を支援することを目的とした指定障害者支援施設です。 
 
※入所要件、入所案内については各施設か地域福祉係へお問合せください。 
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職業安定所の活用                  岩見沢公共職業安定所 
 
公共職業安定所では、障がいを持つ方の雇用の促進や職場定着のためさまざまな雇用対策を

行っています。 
 

◇職業訓練、職場適応訓練の指示 
職場定着指導、身元保証制度、就職資金貸付制度 
企業への求人条件緩和指導による障がい者対象求人の確保 
空知障がい者就業・生活支援センター「くわ」との連携等 

 

※ 詳しくは岩見沢公共職業安定所 (２２－３４５０) へお問合せください。また、一般雇用に

ついては、美唄市ふるさとハローワーク～ジョブガイドびばい～ (６３－２１９５)でもご相

談を受け付けています。 

 

 
空知障がい者就業・生活支援センター「くわ」 

岩見沢市７条東１３丁目２２番地３ 
電 話  ０１２６－３５－７７６３ 
ＦＡＸ ０１２６－３５－１２０５ 
Ｅメール kuwa@dofukuji.or.jp 

 
就職活動や仕事を長く続けて行くためのサポート、就労している日々の生活面の悩みを関連

機関 (労働・教育・保健・福祉・行政機関) と連携をはかりながら、地域での自立した就労

生活を目指し継続的に支援しています。 
 

◇相談方法  
 電話、Ｅメール、ＦＡＸ、来所、家庭訪問、職場訪問、機関訪問など。 
 ※来所、訪問を希望される方はできるだけ事前に連絡してください。 
 
◇相談受付時間 
 月曜日～金曜日 午前９時～午後５時まで 

※土・日・祝・時間外希望の方は事前に連絡が必要です。緊急の場合はメッセージを確

認したスタッフが折り返しご連絡し、相談に応じます。 
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障がい児施設                   こども未来課こども未来係 
                             (子育て支援センター内)  

 
◇知的障がい児施設 

知的障がい児を保護し、独立自活に必要な知識技能 (生活指導、職業指導等) を身につ

けることを目的とする施設。美唄市には次の施設があります。 
 

美唄学園 (市内施設マップ⑭)  
美唄市東７条南２丁目２番４号    電話 ６２－５３５３ 
 

◇通所支援施設 
心身障がいや発達の心配のある児童に、専門的な指導や療育等通所によるデイサ 

ービスを提供します。 

 
・児童発達支援 

 

ひかり (市内施設マップ㉑)  
美唄市東６条南１丁目３番６号    電話 ３５－７１３５ 

 

ひかり美唄西 (市内施設マップ㉒)  

美唄市西４条南６丁目１番 17 号   電話 ３５－４９３３ 

 

クオレ美唄 (市内施設マップ㉓)  

美唄市東４条北５丁目１番 11 号   電話 ３５－１１７５ 

 

・放課後等デイサービス 

 

ひかり (市内施設マップ㉑)  
美唄市東６条南１丁目３番６号    電話 ３５－７１３５ 

 

ひかり美唄西 (市内施設マップ㉒)  

美唄市西４条南６丁目１番 17 号   電話 ３５－４９３３ 

 

クオレ美唄 (市内施設マップ㉓)  

美唄市東４条北５丁目１番 11 号   電話 ３５－１１７５ 
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日中活動・居住サービス               地域福祉課地域福祉係 
 
【 日中活動の場 】 

 

 ◇生活介護 (デイサービス)  

  施設において入浴、排泄及び食事などの介護、創作的活動の機会の提供を行いま 

す。 (施設入所者のみならず、通所者も利用可能)  

 

ライフサポート美唄 (市内施設マップ⑬)  

美唄市東７条南２丁目１番２号    電話 ６３－４２６８ 

 

美唄光生園 (市内施設マップ⑱)  

美唄市光珠内町東山         電話 ６３－２２２０ 

 

パシオ (市内施設マップ⑮)  

美唄市東７条南４丁目１番１号    電話 ６３－３５７５ 

 

 ◇就労選択支援 

  就労を希望する人に短期間の生産活動、その他の活動を提供し、就労に関する適 

  性、知識及び能力の評価等により、適切な就労先の選択を支援する施設。 

 

爽やかネットワーク (市内施設マップ⑫)  

美唄市東７条南２丁目１番１号    電話 ６４－４３８０ 

 

 ◇就労移行支援 

一般企業等への就労を希望する人に一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のため

に必要な訓練を行う施設。 

 

爽やかネットワーク (市内施設マップ⑫)  

美唄市東７条南２丁目１番１号    電話 ６４－４３８０ 

 

◇就労継続支援Ａ型 (雇用型)  

 一般企業等への就労が困難な人に、雇用契約に基づく就労機会を提供するととも 

に、一般就労に必要な知識、能力が高まった方について、一般就労への移行に向 

けて支援する施設。 

 

※市内に当該施設なし。 

 

◇就労継続支援Ｂ型 (非雇用型)  

 一般企業等への就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の 

向上のための必要な訓練を行う施設。 

 

爽やかネットワーク (市内施設マップ⑫)  

美唄市東７条南２丁目１番１号  電話 ６４－４３８０ 
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サポートステーション・ステップ (市内施設マップ⑧)  

美唄市西３条南２丁目１番１２号  電話 ６６－１１３３ 

 

ベースト (市内施設マップ⑯)  

美唄市南美唄町西町   電話 ６４－２２６１ 

 

Mt.Works (市内施設マップ⑥)  

美唄市大通西 1 条北 1 丁目 1 番 21 号 電話 ３5－１９９０ 

 

ジパング (市内施設マップ⑩)  

美唄市大通西１条南３丁目１番２号 電話 ３８－４４４２ 

 

ピークス (市内施設マップ㉔)  

美唄市東５条北１１丁目１番６号  電話 ３５－１２１１ 

 

ジェニアル空知 (市内施設マップ㉖)  

美唄市大通東 1 条南 5 丁目 4 番 25 号 電話 ３５ー５８３１ 

 

パシオ (市内施設マップ⑮) 

美唄市東７条南４丁目１番１号  電話 ６３－３５７５ 

 

Mitte (市内施設マップ㉗) 

美唄市字美唄１５６８番地８  電話 ３５－４３３９ 

 

【 住まいの場 】 
 

◇グループホーム 

市内共同生活援助 (グループホーム)  

 

爽やかネットワーク   ３5 個所 電話 ６６－１１７７ 

パシオ          １個所 電話 ６３－３５７５ 

 

◇施設入所支援 

  施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 
 

爽やかネットワーク (市内施設マップ⑫) 

美唄市東７条南２丁目１番１号  電話 ６４－４３８０ 

 

ライフサポート美唄 (市内施設マップ⑬)  

美唄市東７条南２丁目１番２号  電話 ６３－４２６８ 

 

美唄光生園 (市内施設マップ⑱)  

美唄市光珠内町東山   電話 ６３－２２２０ 

 

パシオ (市内施設マップ⑮)  

美唄市東７条南４丁目１番１号  電話 ６３－３５７５ 
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各種窓口  

 

◎美唄市役所 
美唄市西３条南１丁目１－１ 

電話 ６２－３１３１ (代表)  

FAX ６２－１０８８ 

◇子育て支援センター「はみんぐ」 
美唄市西３条南２丁目４－１ 

電話 ６２－３１４７ 

FAX ６２－１０８８ (市役所経由)  

◇保健センター 
美唄市西３条南３丁目６－３ 

電話 ６２－１１７３ 

◇恵風園・恵祥園 
美唄市峰延町公園 

電話 ６３－４２００ 

FAX ６３－４２１０ 

◇地域包括支援センター 
美唄市西３条南１丁目１－１ (市役所内)  

電話 ６８－８２９７ 

◇空知障がい者就業・生活支援センター 
「くわ」 

 岩見沢市７条東１３丁目２２番地３ 

   電話 ３５－７７６３ 

   FAX  ３５－１２０５ 

○美唄市社会福祉協議会 
美唄市西３条南３丁目６－２ 

電話 ６２－０７７０ 

FAX ６２－６９９６ 

〇美唄市成年後見支援センター 
 美唄市西３条南３丁目６－２ 

電話 ６２－０７７０ 

FAX ６２－６９９６ 

 

 

○岩見沢警察署 美唄警察庁舎 
 美唄市東１条北７丁目１－１ 

電話 ６３－０１１０ 

○日本郵便㈱美唄郵便局 
美唄市西３条南２丁目１－１ 

   電話 ６３－３１５０ 

○JR 美唄駅 
 美唄市東１条南３丁目３－１ 

   電話 ６３－３０７４ 

○美唄市ふるさとハローワーク 
 美唄市西２条南２丁目５－１ 

   電話 ６３－２１９５ 

○空知総合振興局 
岩見沢市８条西５丁目 

   電話 ２０－０２００ (総合案内)  

   電話 ２０－０１１１ (障害者福祉)  

○北海道岩見沢保健所 
 岩見沢市８条西５丁目 

   電話 ２０－０１００ 

○岩見沢児童相談所 
 岩見沢市鳩が丘１－９－１６ 

   電話 ２２－１１１９ 

○北海道立心身障害者総合相談所 
 札幌市中央区円山西町２丁目１－１ 

   電話 ０１１－６１３－５４０１ 

   FAX ０１１－６１３－４８９２ 

○岩見沢年金事務所 
 岩見沢市９条西３丁目１番地 

   電話 ３８－８００１ 

○岩見沢税務署 
 岩見沢市２条東４丁目５－１ 

   電話 ２２－０８１０ (代表)  
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市役所周辺拡大図 

光珠内町 

峰延町 

① 美唄市役所              ⑮パシオ 

 ②地域包括支援センター           ⑯ベースト 

 ③子育て支援センター「はみんぐ」      ⑰恵風園・恵祥園 

  こども家庭センター(R8.10 月開設予定)      ⑱美唄光生園 

 ④保健センター               ⑲ＪＲ美唄駅 

 ⑤美唄市社会福祉協議会           ⑳岩見沢警察署 美唄警察庁舎          

 ⑥Mｔ．Ｗｏｒｋｓ             ㉑ひかり              

 ⑦美唄市ふるさとハローワーク(コアビバイ内)   ㉒ひかり美唄西       

 ⑧サポートステーション・ステップ      ㉓クオレ美唄      

 ⑨美唄郵便局(株)              ㉔ピークス            

 ⑩ジパング                 ㉕おれんじカフェぴぱ 

 ⑪北海道光生会 地域生活支援センター        ㉖ジェニアル空知 

 ⑫爽やかネットワーク                        ㉗Ｍｉｔｔｅ  
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 ⑭美唄学園                                                 
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